
1 
 

The Society for Economic Studies 
The University of Kitakyushu Working Paper Series No.2017-6 

(accepted in March, 2018) 
 
 
 

高齢労働者増加のマクロ経済分析 * 
 
 
 

田中淳平 ** 
北九州市立大学経済学部 

 
 
 
 

概要 
非正規雇用労働者として働く高齢者が増加している昨今の日本経済の状況をふまえて、そ

うした変化が所得分配、資本蓄積、生産、および各家計の経済厚生に及ぼす影響を、労働

市場が高賃金部門（正規部門に対応）と低賃金部門（非正規部門に対応）に分断された世

代重複モデルを用いて考察する。そして、その変化は（ⅰ）両部門の賃金を引き下げ、資

本収益率を引き上げること、（ⅱ）一定の条件下で資本蓄積や生産に負の影響を及ぼすこと、

（ⅲ）貯蓄する余裕のない家計の厚生を確実に悪化させ、そうでない家計の厚生も一定の

条件の下で悪化させることを示す。 
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１．はじめに 
人口の高齢化に伴い、高齢の労働者が増加している。総務省統計局（2017）によると、

60 歳～64 歳および 65 歳～69 歳の就業者数は、2002 年においてそれぞれ 408 万人および

252 万人だったのが、2016 年においては 523 万人および 438 万人に増加している。同様に

就業率も 2002 年において 50.6％および 34.2％だったのが、2016 年において 63.6％および

42.3％に上昇している。また、これら高齢雇用者の特徴として、非正規雇用の形態で雇用さ

れる割合が高いという点を挙げることができる 1。総務省統計局（2017）によると、60 歳

～64歳および65歳～69歳の非正規職員・従業員の割合は、2002年においてそれぞれ54.3％
および 63.8％、2016 年において 62.9％および 76.1％となっている。日本経済において非

正規社員の比率が継続的に上昇していることはよく知られているが、高齢の非正規社員の

増加はその 1 つの要因となっている。 
一般に、高齢者の就業を促進することは、今後さらに減少していく生産年齢人口の減少

を補うと共に社会保障制度の持続可能性を高めるという観点から、必要不可欠な政策課題

と認識されている 2。実際、最近では 2006 年から定年を 65 歳未満に定めている企業に「定

年制の廃止」、「定年の引き上げ」、「継続雇用制度の導入」のいずれかの措置を講じること

が義務付けられ 3、2013 年には継続雇用の対象者を限定できる仕組みが廃止されている。

また現行の安倍政権下においても「生涯現役社会」の実現に向けた具体的な取り組みが検

討されている。 
しかし、高齢労働者の増加は長期的に見て経済に様々な副作用をもたらす可能性もある。

例えば、高齢者の多くが非正規雇用の形態で働くことを考慮すると、高齢労働者の増加は

ただでさえ低い非正規雇用者の賃金をさらに押し下げ、家計間の格差を助長させる可能性

がある。また、高齢期に新たに賃金所得を稼ぐ機会が増えることで、若年期の貯蓄（＝資

本蓄積）に負の影響が生じ、労働者数の増加にもかかわらず国内の生産量が低下する可能

性もある。高齢労働者の増加がもたらすこうした側面を理論的に検討することが、本稿の

目的である。具体的には、労働市場が高賃金の 1 次部門（＝正規雇用部門に対応）と低賃

金の 2 次部門（＝非正規雇用部門に対応）からなる二重労働市場型の世代重複モデルを構

築することで、老年家計の 2 次部門への労働供給の増加が所得分配、資本蓄積や生産、家

計の経済厚生などに及ぼす効果を分析する。 
高齢者の労働供給とマクロ経済との関係を論じた先行研究は、近年増加しつつあるが、

その理由の１つとして、ここ数十年の間に先進国において高齢者の労働供給のあり方に変

                                                 
1 ここで正規雇用労働者とは、勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者で、非正

規雇用労働者とは、勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣

社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者を指す。 
2 この点については、例えば清家(2011)を参照せよ。 
3 Kondo (2016)は、継続雇用制度導入の影響を実証的に研究し、これにより女性のパート

タイム労働者を穏やかに締め出されたことや、高齢者の稼ぎが低下したことなどを指摘し

ている。 
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化が生じた点と関連があるように思われる。20 世紀を通じて観察されてきた高齢者の労働

供給に関する標準的特徴は、経済成長と共に高齢者の引退時期が早くなるという事実であ

った 4。Matsuyama (2008)は、こうした事実をふまえて老年期における内生的な労働供給

行動が経済成長の動学に及ぼす効果を分析し、若年期の賃金が高いほど、老年期における

早期の引退と、それに備えるための貯蓄（＝資本蓄積）が刺激されることで、次期の賃金

も高水準に維持される（逆は逆）という複数均衡が生じうることを示した。しかし、20 世

紀末から現在にかけて、先進国ではそれまでとは異なり、高齢者の労働参加率が上昇する

という現象が見られるようになった。Aisa et.al (2012)はこの現象に注目し、

Matsuyama(2008)を拡張したモデルを用いて、寿命の拡大がこの現象を説明できるかどう

かを検討した。そして、寿命の増加に伴って生じる 2 つの効果、すなわち老年期の余暇の

効用が高める効果と、老年期の生産性の低下が抑える効果のうち、後者が前者を上回れば、

寿命の拡大によって老年期の労働供給が上昇することを示した 5。また、Mizuno and Yakita 
(2013)は、Aisa et.al (2012)のモデルに出生率に関する意思決定を内生化したモデルを用い

て、寿命の拡大が出生率に及ぼす効果を分析し、出生率が外生化されたモデルでは寿命が

拡大すると貯蓄の必要性が高まることで出生率（＝若年期における子どもの「消費」）が低

下するのに対し、出生率が内生化されたモデルでは必ずしもそうならないことを示した 6。

これらの研究の流れとは異なるが、Miyake and Yasuoka (2016)では高齢者の労働供給に対

する政府の補助政策の効果が分析されている。これらの先行研究では、老年期における労

働供給を内生化した上で、ある特定の要因が老年期の労働供給に及ぼす効果や、そうした

老年期の労働供給の変化がマクロ経済に及ぼす影響が考察されているわけであるが、そこ

では本稿が注目する、高齢労働者の多くが非正規雇用の形態で働いているという日本経済

の特徴は考慮されていない。 
 一方、二重労働市場、すなわち労働市場における高賃金な 1 次部門と低賃金な 2 次部門

の分断に焦点を当てた研究については、景気循環の過程で 1 次部門の雇用量（賃金）の変

化は 2 次部門のそれよりも大きい（小さい）という米国での観察事実を説明しようとした

McDonald and Solow (1985)や、二重労働市場モデルを産業政策や職業差別、非自発的失業

などといったトピックスに応用した Bullow and Summers (1986)、2 次部門における最低

賃金規制の導入が経済に及ぼす効果を検討した Jones (1987)を嚆矢として、一定の蓄積が

存在するが、やはりこの分野においても 2 次部門への労働供給主体としての高齢者の存在

                                                 
4 この点については Fuchs(1983)や Gruber and Wise(1999)などを見よ 
5 同種の分析は Prettner and Canning (2014)でも行われている。彼らは連続時間型の世代

重複モデルを用いて、どのような条件の下で寿命の拡大が家計の引退時期を遅らせるかを

考察した上で、現実的なパラメーター設定の下でその条件が満たされることを示した。 
6 Hirazawa and Yakita (2017)では、Mizuno and Yakita (2013)に子どもへの教育投資を組

み込んだ拡張モデルを用いて、賃金所得と出生率の関係を分析している。そして、老年期

の引退時期が外生的なら両者には負の関係が成り立つが、引退時期が内生的なら両者の間

に正の関係が成立しうることを明らかにしている。 
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に注目した理論的研究は、私の知る限り存在していない。Palma and Seegmuller (2004, 
2005)は、世代重複モデルに二重労働市場を導入している点で本稿と共通しているが、彼ら

の目的は二重労働市場の存在が成長経路の動学的特性（均衡の不決定性や内生的な周期変

動）にどのような影響を及ぼすかを分析することにあり、本稿の分析目的とは異なる。 
以上のように、2 次部門への労働供給主体としての高齢者の存在に注目して、高齢労働者

の増加がマクロ経済に及ぼす影響を理論的に検討した先行文献は私の知る限り存在してお

らず、この点に関する新たな知見を追及する点に本稿の意義がある。以下、本稿で得られ

た結論を要約しておく。本稿では、各家計は若年期に 1 次部門か 2 次部門のどちらかで必

ず働き、老年期に働く場合は 2 次部門でのみ働ける。家計には 3 つのタイプ、すなわち①

若年期に 1 次部門で働いて老年期は働かないタイプ、②若年期に 1 次部門で働いて老年期

に 2 次部門で働くタイプ、③若年期と老年期ともに 2 次部門で働くタイプが存在し、①と

②の合計に占める①の割合αは外生的に与えられている。そしてこのαの変化が所得分配、

資本蓄積、生産、各家計の厚生に及ぼす効果を検討し、以下の諸点を明らかにする。第一

に、αの上昇は 1 次部門と 2 次部門の両方の賃金を引き下げ、資本収益率を引き上げる。

第二に、αの上昇が資本蓄積および生産に及ぼす効果は曖昧であるが、一定の条件の下で

それらの負の効果を及ぼす。第三に、αが上昇すると③のタイプの家計の厚生は確実に悪

化し、①と②のタイプの家計の厚生への効果は曖昧だが、一定の条件の下で悪化する。以

上の結果は、高齢労働者の増加は、資本蓄積や生産、各家計の厚生に必ずしも好ましくな

い影響を及ぼしうることを示している。 
本稿の次節以降の構成は以下の通りである。まず 2 節でモデル内の各経済主体の行動を

説明し、マクロ均衡を導出する。次に 3 節で 2 次部門で働く高齢労働者の増加が所得分配、

資本蓄積や生産、各家計の厚生に及ぼす影響を分析する。最後に 4 節で結論を述べる。 
 
 
2. モデル 
2.1 企業部門 
 経済には単一の代表的企業が存在し、物的資本、賃金が労使交渉によって決まる 1 次部

門（＝高賃金部門、ないし正規雇用部門）の労働者、および賃金が競争的に決まる 2 次部

門（＝低賃金部門、ないし非正規部門）の労働者を投入して、最終財を生産する。 
本稿では、1 次部門において経営裁量権モデル、すなわち労使交渉を通じて賃金𝑤1,𝑡を決

定する状況を想定する。このモデルにおいて企業は賃金交渉後に利潤最大化の観点から雇

用量を決定するが、交渉者が合理的なら交渉後の企業の雇用決定を見越して賃金交渉が行

われるで、モデルの定式化はその逆、すなわちまず最初に企業の利潤最大化を定式化し、

次にその結果をふまえて賃金交渉を定式化することになる。なお、労使交渉の代替的な定

式化として、交渉で賃金と雇用の両方を決定する効率的交渉モデルも存在するが、その定

式化の下でも以下の結論に基本的な変化は生じない。 
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2.1.1 企業の利潤最大化 
 期間 t における企業の生産関数は以下のコブダグラス型を想定する。 
(1)   𝑌𝑡 = 𝐾𝑡1−𝑎−𝑏𝐿1,𝑡

𝑎 𝐿2,𝑡
𝑏      (0 < 𝑎 < 1, 0 < 𝑏 < 1)  

ここで、𝑌𝑡は最終財の生産量、𝐾𝑡は資本の投入量、𝐿1,𝑡は 1 次労働の投入量、𝐿2,𝑡は 2 次労働

の投入量を意味する。2.2 節で述べるように、資本𝐾𝑡はその期の老年家計により供給される。

ゆえに期間 t における企業の所有者は世代t − 1の老年家計ということになり、彼らに還元さ

れる利潤は以下で表される 
(2)   𝜋𝑡 = 𝑌𝑡 − (𝑤1,𝑡𝐿1,𝑡 + 𝑤2,𝑡𝐿2,𝑡)  
ここで、𝑤1,𝑡は期間 t における 1 次部門の賃金、𝑤2,𝑡は期間 t における 2 次部門の賃金を意

味する（最終財をニュメレールとする）。 
企業は(2)を最大にするように各部門の労働需要(𝐿1,𝑡,𝐿2,𝑡)は決定するので、その 1 階の条

件は以下のようになる。 
(3.a)  （𝜕𝜋𝑡 𝜕𝐿1,𝑡 = 0⁄ ）   a𝐾𝑡1−𝑎−𝑏𝐿1,𝑡

𝑎−1𝐿2,𝑡
𝑏 = 𝑤1,𝑡 

(3.b)  （𝜕𝜋𝑡 𝜕𝐿2,𝑡 = 0⁄ ）   b𝐾𝑡1−𝑎−𝑏𝐿1,𝑡
𝑎 𝐿2,𝑡

𝑏−1 = 𝑤2,𝑡 
(3.a)と(3.b)から、以下を得る。 

(4)   𝐿1,𝑡 𝐿2,𝑡⁄ = (𝑎 𝑏⁄ )�𝑤1,𝑡 𝑤2,𝑡⁄ �−1  
さらに、(4)を(3.a)と(3.b)に代入して整理することで、利潤を最大にする各労働需要と最大

化された利潤はそれぞれ以下のようになる。 
(5.a)   𝐿1,𝑡 = 𝑎(1−𝑏) (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑏𝑏 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝐾𝑡𝑤1,𝑡

−(1−𝑏) (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑤2,𝑡
−𝑏 (1−𝑎−𝑏)⁄   

(5.b)   𝐿2,𝑡 = 𝑎𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑏(1−𝑎) (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝐾𝑡𝑤1,𝑡
−𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑤2,𝑡

−(1−𝑎) (1−𝑎−𝑏)⁄   
(5.c)   𝜋𝑡 = (1− 𝑎 − 𝑏)𝑎𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑏𝑏 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝐾𝑡𝑤1,𝑡

−𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑤2,𝑡
−𝑏 (1−𝑎−𝑏)⁄   

 
2.1.2  賃金交渉 

1 次部門の賃金𝑤1,𝑡を巡って、労働組合と企業の間で交渉が行われる。労働組合は

�𝐿1,𝑡 𝐿𝑡⁄ ��𝑤1,𝑡 − 𝑤2,𝑡�, すなわち 1次部門で雇用された場合の賃金𝑤1,𝑡からそこで雇用されな

かった場合の賃金（＝留保賃金）𝑤2,𝑡を差し引いた額に、1 次部門で雇用される確率𝐿1,𝑡 𝐿𝑡⁄ を

乗じたものを最大化することに関心を持ち、企業は利潤𝜋𝑡を最大化することに関心を持つ 7。

標準的なナッシュ交渉を想定すると、交渉の結果は以下の問題の解として求めることがで

きる。 
max𝑤1,𝑡 𝑉𝑡 =𝜋𝑡

1−𝛾��𝐿1,𝑡 𝐿𝑡⁄ ��𝑤1,𝑡 − 𝑤2,𝑡��
𝛾   s.t.  (5.a), (5.c) 

この問題の 1 階の条件（𝜕𝑉𝑡 𝜕𝑤1,𝑡 = 0⁄ ）を整理することで、交渉を通じて決定される 1 次

部門の賃金は以下のようになる。 
(6)   𝑤1,𝑡 = (1 + 𝜙)𝑤2,𝑡        (𝜙 = (1− 𝑎 − 𝑏)𝛾 𝑎)⁄   

                                                 
7 労働組合の目的関数として、労働者の効用ではなく（より簡便な）期待賃金を用いた分析

例は少なくない。例えば Dutt and Sen (1997)や Layard et.al (2005)の第 2 章を見よ。 
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すなわち、交渉で決まる𝑤1,𝑡は、留保賃金（＝2 次部門の賃金𝑤2,𝑡）に一定のプレミアムφ

を上乗せした水準となる。以下では、労働組合の交渉力γが十分大きく、それゆえ𝑤1,𝑡が𝑤2,𝑡

よりも十分大きい状況を想定して議論を進める。 
(6)を(5.a), (5.b), (5.c)に代入することで、各労働需要(𝐿1,𝑡,𝐿2,𝑡)と資本収益率𝑅𝑡(= 𝜋𝑡 𝐾𝑡⁄ )は

それぞれ以下のようになる。 
(7.a)    𝐿1,𝑡 = 𝐸1𝐾𝑡𝑤2,𝑡

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄   (𝐸1 = 𝑎(1−𝑏) (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑏𝑏 (1−𝑎−𝑏)⁄ (1 + 𝜙)−(1−𝑏) (1−𝑎−𝑏)⁄ ) 
(7.b)    𝐿2,𝑡 = 𝐸2𝐾𝑡𝑤2,𝑡

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄   (𝐸2 = 𝑎𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑏(1−𝑎) (1−𝑎−𝑏)⁄ (1 + 𝜙)−𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ ) 
(7.c)    𝑅𝑡 = 𝐸3𝑤2,𝑡

−(𝑎+𝑏) (1−𝑎−𝑏)⁄
 (𝐸3 = (1− 𝑎 − 𝑏)𝑎𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ 𝑏𝑏 (1−𝑎−𝑏)⁄ (1 + 𝜙)−𝑎 (1−𝑎−𝑏)⁄ ) 

したがって、𝑤2,𝑡が上昇すると、両部門の労働需要が低下し、資本収益率が低下する。 
 
2.2 家計部門 

Diamond(1965)型の 2 世代重複モデルを考える。期間 t に若年期を過ごす世代を世代 t
と呼ぶ。世代 t は𝐿𝑡個の家計で構成され、各世代の家計数は n の率で外生的に増加ないし減

少する。 
 期間 tにおいて世代 tの各家計は 1単位の労働をより賃金の高い 1次部門に供給しようと

するが、その期の 1 次部門の労働需要(7.a)は労働供給𝐿𝑡よりも小さく、そこで雇用されな

かった家計は 1 単位の労働を 2 次部門に供給する。したがって、世代 t の家計の内、若年

期に 1 次部門で働く家計の数は𝐿1,𝑡, 2 次部門で働く家計の数は𝐿𝑡 − 𝐿1,𝑡となる。さらに、若

年期に 1 次部門で働いた家計の内、α(0 < 𝛼 < 1)の割合は老年期も 1 単位の労働を 2 次部門

に供給して働くものとする（ここでαは外生的なパラメーターである）。ゆえにαが上昇す

ると高齢労働者数（ないしその割合）が上昇することになる。本稿では、若年期に 1 次部

門で働き、老年期に 2 次部門で働く家計をタイプ 1A の家計と呼び、若年期に 1 次部門で働

き、老年期は働かない家計をタイプ 1B と呼ぶ。したがって、世代 t の家計の内、タイプ 1A
の家計数はα𝐿1,𝑡個、タイプ 1B の家計数は(1− α)𝐿1,𝑡となる。一方、若年期に 2 次部門での

労働を余儀なくされた家計は、若年期での稼ぎが低いため、老年期も 2 次部門で働くもの

とする。このタイプの家計をタイプ2と呼ぶ。世代 tの家計の内、タイプ2の家計数は𝐿𝑡 − 𝐿1,𝑡

個となる。 
 各家計の選好は同質的で、その効用関数は以下で与えられる。 
(8)   𝑈𝑗,𝑡 = ln 𝑐𝑗,𝑡

𝑦 + 𝛽 ln 𝑐𝑗,𝑡+1
𝑜      (0 < 𝛽 < 1)  

ここで添え字 j は家計のタイプ（j = 1A, 1B, 2）を意味する。したがって、𝑐𝑗,𝑡
𝑦
はタイプ j の

期間 t における若年期消費、𝑐𝑗,𝑡+1
𝑜 はタイプ j の期間 t + 1における老年期消費を意味する。

なお、本稿の目的は、観察される老年期の労働供給行動を内生的に説明することにあるの

ではなく、老年期の働く家計の数（ないし割合）の上昇を外生的な与件と捉え、その変化

がマクロ経済の諸側面にどのような影響を及ぼすかを考察することにあるので、分析の単

純化のため、老年期の労働供給（ないし余暇）を効用関数に含めていない。 
 世代 t のタイプ 1A の家計は、若年期に 1 単位の労働を供給して 1 次部門で働き、老年期
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に 1 単位の労働を供給して 2 次部門で働くので、各期の予算制約は以下のようになる。 
(9)   𝑐1𝐴,𝑡

𝑦 + 𝑠1𝐴,𝑡 = 𝑤1,𝑡,  𝑐1𝐴,𝑡+1
𝑜 = 𝑅𝑡+1𝑠1𝐴,𝑡 + 𝑤2,𝑡+1 

ここで、𝑠1𝐴,𝑡は期間 t におけるタイプ 1A の家計の貯蓄、𝑤1,𝑡は期間 t における 1 次部門の

実質賃金、𝑤2,𝑡+1は期間t + 1における 2 次部門の実質賃金、𝑅𝑡+1は期間t + 1におけるグロス

の利子率（＝資本収益率）を意味する。タイプ 1A の家計は(9)を制約として(8)を最大にす

るように各期の消費を決めるので、その最適計画は以下のようになる。 
(10.a)   𝑐1𝐴,𝑡

𝑦 = (1 + 𝛽)−1(𝑤1,𝑡 + 𝑅𝑡+1−1 𝑤2,𝑡+1)  
(10.b)   𝑐1𝐴,𝑡+1

𝑜 = β(1 + 𝛽)−1𝑅𝑡+1(𝑤1,𝑡 + 𝑅𝑡+1−1 𝑤2,𝑡+1)  
(10.c)   𝑠1𝐴,𝑡 = 𝛽(1 + 𝛽)−1𝑤1,𝑡 − (1 + 𝛽)−1𝑅𝑡+1−1 𝑤2,𝑡+1  
(10.a)と(10.b)を(8)に代入することで、タイプ 1A の家計の間接効用は以下のようになる。 
(10.d)   𝑈1𝐴,𝑡

∗ = 𝛽� + (1 + 𝛽) ln�𝑤1,𝑡 + 𝑅𝑡+1−1 𝑤2,𝑡+1�+ 𝛽 ln𝑅𝑡+1     
ここで、𝛽� = ln(1 + 𝛽)−1 + 𝛽 ln𝛽(1 + 𝛽)−1である。 

次に、タイプ 1B の家計は若年期に 1 単位の労働を供給して 1 次部門で働き、老年期に働

かないので、各期の予算制約は以下のようになる。 
𝑐1𝐵,𝑡
𝑦 + 𝑠1𝐵,𝑡 = 𝑤1,𝑡,  𝑐1𝐵,𝑡+1

𝑜 = 𝑅𝑡+1𝑠1𝐵,𝑡 
したがって、タイプ 1B の家計の最適計画と間接効用は以下のようになる。 
(11.a)   𝑐1𝐵,𝑡

𝑦 = (1 + 𝛽)−1𝑤1,𝑡  
(11.b)   𝑐1𝐵,𝑡+1

𝑜 = β(1 + 𝛽)−1𝑅𝑡+1𝑤1,𝑡  
(11.c)   𝑠1𝐵,𝑡 = 𝛽(1 + 𝛽)−1𝑤1,𝑡  
(11.d)   𝑈1𝐵,𝑡

∗ = 𝛽� + (1 + 𝛽) ln𝑤1,𝑡 + 𝛽 ln𝑅𝑡+1    
 最後に、若年期、老年期ともに 1 単位の労働を供給して 2 次部門で働くタイプ 2 の家計

については、議論の単純化のため、各期の賃金をすべてその期の消費に充てると想定する。 
(12.a)   𝑐2,𝑡

𝑦 = 𝑤2,𝑡,  𝑐2,𝑡+1
𝑜 = 𝑤2,𝑡+1  

この仮定は、日本における低賃金部門（非正規雇用者）の賃金が高賃金部門（正規雇用者）

のそれと比較して非常に低く、それゆえ非正規雇用者は将来に向けて貯蓄するだけの余裕

に乏しいという現実を考慮したものである 8。したがって、タイプ 2 の家計の間接効用は以

下のようになる。 
(12.b)   𝑈2,𝑡

∗ = ln𝑤2,𝑡 + 𝛽 ln𝑤2,𝑡+1    
 なお、以上の設定が自然であるためには、タイプ 1B の厚生がタイプ 2 の厚生よりも高く

なければならないが、本稿ではそれが成立するようなパラメーターの範囲を暗黙に想定し

て議論を進めることにする 9。 

                                                 
8 厚生労働省（2013）によると、正規雇用の場合、18 歳で約 170 万円の年収が、55 歳頃に

は約 400 万円まで上昇し、その後低下するのに対し、非正規雇用の場合、18 歳で約 150 万

の年収が、30 歳に約 200 万まで上がった後は、ほとんど横ばいとなる。 
9 タイプ 1B の生涯所得𝑤1,𝑡がタイプ 2 の生涯所得𝑤2,𝑡 + 𝑅𝑡+1−1 𝑤2,𝑡よりも大きければ、前者の

厚生は後者の厚生を必ず上回る。モデルの定常状態において𝑤1,𝑡 > 𝑤2,𝑡 + 𝑅𝑡+1−1 𝑤2,𝑡が成立す

るための条件を求めると、a(1− 𝑎 − 𝑏)−1(1 + 𝛽)(1 + 𝑛)𝜙(1 + 𝜙) + 𝛼𝜙 > 𝛽(1 + 𝜙)となる。
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2.3 マクロ均衡 

期間 t における市場均衡条件は、2 次労働市場の均衡条件と資本市場の均衡条件の 2 つか

らなる。前者に関して、まず期間 t における 2 次労働に対する需要は(7.b)で与えられる。

一方、期間 t において 2 次労働を供給する主体は、世代 t のタイプ 2 の家計、世代t − 1のタ

イプ 1A の家計、世代t − 1のタイプ 2 の家計の 3 つで、彼らの 2 次労働の供給量はそれぞ

れ以下のように表せる。 
(13.a)    (世代 t のタイプ 2)    𝐿𝑡 − 𝐿1,𝑡 = 𝐿𝑡 − 𝐸1𝐾𝑡𝑤2,𝑡

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄  
(13.b)    (世代t − 1のタイプ 1A)    α𝐿1,𝑡−1 = 𝛼𝐸1𝐾𝑡−1𝑤2,𝑡−1

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄  
(13.c)    (世代t − 1のタイプ 2)    𝐿𝑡−1 − 𝐿1,𝑡−1 = 𝐿𝑡−1 − 𝐸1𝐾𝑡−1𝑤2,𝑡−1

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄  
したがって、(7.b), (13.a), (13.b), (13.c)より、期間 t における 2 次労働市場の均衡条件を整

理すると以下のようになる。 
(14)   (1 + n)(𝐸1 + 𝐸2)𝑘𝑡𝑤2,𝑡

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄ = 2 + 𝑛 − (1− 𝛼)𝐸1𝑘𝑡−1𝑤2,𝑡−1
−1 (1−𝑎−𝑏)⁄   

ここで、𝑘𝑡 = 𝐾𝑡 𝐿𝑡⁄ は期間 t の若年家計 1 世帯あたりの資本量を意味する。したがって、期

間 t における 2 次部門の賃金𝑤2,𝑡は、期間 t の若年家計あたり資本量𝑘𝑡, および期間t − 1の

若年家計あたり資本量𝑘𝑡−1と 2 次部門賃金𝑤2,𝑡−1に依存して決まる。 
 次に、後者の資本市場の均衡条件は以下で与えられる。 
(15)   𝐾𝑡+1 = 𝛼𝐿1,𝑡𝑠1𝐴,𝑡 + (1 − 𝛼)𝐿1,𝑡𝑠1𝐵,𝑡   
ここで、資本減耗率は 100％であることを想定している。この(15)に(6), (7.a), (7.c), (10.c), 
(11.c)を代入して整理することで、以下を得る。 
(16)   (1 + n)𝑘𝑡+1 = 𝐸1𝑘𝑡𝑤2,𝑡

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄ [𝛽(1 + 𝛽)−1(1 + 𝜙)𝑤2,𝑡 − 𝛼(1 + 𝛽)−1𝐸3−1𝑤2,𝑡+1
1 (1−𝑎−𝑏)⁄ ]  

(14)と(16)の 2 式により、本稿のモデルの動学経路が確定する 10。以下、その動学経路の

特性を検討しよう。まず、変数𝑥𝑡を以下のように定義する。 
(17)   𝑥𝑡 = 𝑘𝑡𝑤2,𝑡

−1 (1−𝑎−𝑏)⁄
  

この定義を用いることで、(14)は以下のように書き直せる。 
(18)   𝑥𝑡 = [(2 + 𝑛) (1 + 𝑛)(𝐸1 + 𝐸2)⁄ ]− [(1− 𝛼)𝐸2 (1 + 𝑛)(𝐸1 + 𝐸2)⁄ ]𝑥𝑡−1 
したがって、以下の条件が満たされれば、𝑥𝑡は（大域的に）安定的に一意な定常値へと収束

する。 
(19)    (1− 𝛼)𝐸2 (1 + 𝑛)(𝐸1 + 𝐸2)⁄ < 1   (もしくは、n > (1− 𝛼)𝐸1 (𝐸1 + 𝐸2)⁄ − 1) 
ゆえに𝑥𝑡の動学経路は、人口成長率 n が非負の場合はもちろん、負であってもその大きさ

がある一定値（＝(1− 𝛼)𝐸1 (𝐸1 + 𝐸2)⁄ − 1）以上の場合も、安定的となる。 
 また、(17)を用いて(16)を書き直すと以下のようになる。 

                                                                                                                                               
本稿ではこの条件が成立していることを前提として議論を進める。 
10 初期時点の𝑘0が与えられると、（1 期前の𝑘−1と𝑤2,−1は所与なので）(14)より𝑤2,0および

𝑘1𝑤2,1
−1 (1−𝑎−𝑏)⁄

が決まる。𝑘0と𝑤2,0が決まると、(16)より𝑘1と𝑤2,1が満たすべきもう 1 つの関

係が決まることから、𝑘1と𝑤2,1のそれぞれの値も確定し、それ以降の経路が確定する。 
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(20)  (1 + n)𝑥𝑡+1 = 𝐸1𝑥𝑡 �𝛽(1 + 𝛽)−1(1 + 𝜙)𝑤2,𝑡𝑤2,𝑡+1
−1 (1−𝑎−𝑏)⁄ − 𝛼(1 + 𝛽)−1𝐸3−1�  

したがって、𝑥𝑡が定常値へと収束するのに伴い、(20)は𝑤2,𝑡+1 = 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡 × 𝑤2,𝑡
1−𝑎−𝑏となり、2

次部門の賃金𝑤2,𝑡もやがて定常値へと収束する（そして𝑤2,𝑡が定常値へと収束すると𝑘𝑡も定

常値へと収束する）。以上より、次の命題を得る。 
 
命題 1 
動学システムの定常状態は一意に存在し、条件(19)の下で大域的に安定的である。 

 
 
3. 高齢労働者増加のマクロ経済効果 
 以下では、α（＝若年期に 1 次部門で働いた家計のうち老年期も 2 次部門で働く家計の

割合）が増加したとき、定常状態における所得分配や若年世帯あたりの資本量や生産量、

各タイプの家計の経済厚生にどのような影響が生じるかを検討する。 
 
3.1 所得分配への影響 
 資本市場の均衡条件(16)より、定常状態における 2 次部門の実質賃金𝑤2は以下のようにな

る。 
(20)   𝑤2 = [𝛽(1 + 𝛽)−1(1 + 𝜙) {(1 + 𝑛)𝐸1−1 + 𝛼(1 + 𝛽)−1𝐸3−1}⁄ ](1−𝑎−𝑏) 𝑎+𝑏⁄   
これより、以下が成立する。 
(21)   𝜕𝑤2 𝜕𝛼⁄ < 0  
すなわち、老年期に働く家計が増えると、労働供給が増加することで 2 次部門の実質賃金𝑤2
が低下する。さらに、𝑤2が低下すると(6)より 1 次部門の実質賃金𝑤1が低下し、(7.c)より資

本収益率 R は上昇する。以上の結果をまとめると以下のようになる。 
 
命題 2 
 α（＝若年期に 1 次部門で働いた家計のうち老年期も 2 次部門で働く家計の割合）が増

加すると、両部門の実質賃金(𝑤1,𝑤2)が低下し、資本収益率 R が上昇する。 
 
命題 2 より、高齢労働者の増加は両部門の賃金を引き下げ、資本所得を引き上げることが

分かる。したがって、若年期に貯蓄する余裕のない貧しい家計ほど、この変化によって不

利な立場に立たされることになるが、この点は後の厚生分析を通じてより詳しく検討する。

なお、本稿のモデル設定では、高齢者の労働供給が増大しても、(6)で示されているプレミ

アムφには影響しないので、部門間の賃金比率に変化は生じない点に注意せよ。もちろん

この結果は本稿が採用した労使交渉の定式化に依存したものであり、異なる定式化の下で

は異なる結論が得られるだろう。 
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3.2 若年世帯あたりの資本量や生産量への影響 

2 次労働市場の均衡条件(14)より、定常状態における若年世帯あたりの資本量 k は以下の

ようになる。 

(22)   k = [(2 + 𝑛) {(1 + 𝑛)(𝐸1 + 𝐸2) + (1− 𝛼)𝐸1}⁄ ]𝑤2
1 (1−𝑎−𝑏)⁄   

(20)と(22)より、α（＝若年期に 1 次部門で働いた家計のうち老年期も 2 次部門で働く家計

の割合）の上昇が k に及ぼす効果は以下のようになる。 
(23)   𝜕𝑘 𝜕𝛼⁄ ⋛ 0  ⇔  

𝛼𝐸1 + (1 + 𝑛)(1 + 𝛽)𝐸3 ⋛ (𝑎 + 𝑏)−1{(1 + 𝑛)(𝐸1 + 𝐸2) + (1− 𝛼)𝐸1}  
このように、αの上昇が k に及ぼす効果は確定しないが、その理由は、資本市場の均衡条

件(15)に(10.c)と(11.c)を代入・整理した次式を見ると分かりやすい。 
𝐾𝑡+1 = (1 + 𝛽)−1𝐿1𝑡�𝛽𝑤1,𝑡 − 𝛼𝑤2,𝑡+1 𝑅𝑡+1⁄ �  

この式より、αの変化は以下の 4 つの効果を通じて資本蓄積に影響を及ぼすことが分かる。 
(ⅰ) αが上昇すると、(7.a)と(21)より、1 次部門の雇用量𝐿1,𝑡が増加する。本稿のモデルに

おいて、若年期に貯蓄を行うのは 1 次部門で働く家計だけなので、𝐿1,𝑡の増加は資本蓄積に

正の効果を及ぼす。 
(ⅱ) αが上昇すると、命題 2 より 1 次部門の実質賃金𝑤1,𝑡が低下する。これは、1 次部門で

働く若年家計の貯蓄を阻害し、資本蓄積に負の効果を及ぼす。 
(ⅲ) αが上昇すると、定義により老年期に新たに賃金を稼ぐ家計の数が上昇する。この変

化は若年期における貯蓄の必要性を低下させ、資本蓄積に負の効果を及ぼす。 
(ⅳ) αが上昇すると、(7.c)と(21)より、𝑤2,𝑡+1 𝑅𝑡+1⁄ （＝タイプ 1A の家計が老年期に稼ぐ賃

金の割引現在価値）が低下する。この変化は若年期における貯蓄の必要性を高め、資本蓄

積に正の効果を及ぼす。 
以上のように、αの上昇が引き起こす変化の中には資本蓄積に正の効果をもたらす変化

と負の効果をもたらす変化の両方が存在するため、そのトータルな効果は不確定となるの

である。 
 次に、αの変化が若年世帯あたりの生産量𝑦𝑡(= 𝑌𝑡 𝐿𝑡)⁄ に及ぼす効果を検討しよう。(1), 
(7.a), (7.b)より、𝑦𝑡は以下のように表せる。 
(24)   𝑦𝑡 = (𝐾𝑡 𝐿𝑡)⁄ 1−𝑎−𝑏 (𝐿1,𝑡 𝐿𝑡⁄ )𝑎(𝐿2,𝑡 𝐿𝑡)⁄ 𝑏 = 𝐸1𝑎𝐸2𝑏𝑘𝑡𝑤2,𝑡

−(𝑎+𝑏) (1−𝑎−𝑏)⁄   
αの上昇は、① (21)より定常状態における 2 次部門の実質賃金𝑤2を引き下げ、それが y に

正の効果を及ぼす一方で、② (23)より若年世帯あたり資本量 k への効果は曖昧なので、そ

のトータルの効果は確定的ではない。ただ、①の効果が存在するため、αの上昇によって k
が低下する場合でも、y は増加する可能性がある。実際、(24)に(20)と(22)を代入して計算

することで以下を得る。 
(25)   𝜕𝑦 𝜕𝛼⁄ ⋛ 0 ⇔ 

𝛼𝐸1 + (1 + 𝑛)(1 + 𝛽)𝐸3 ⋛ (1− 𝑎 − 𝑏)(𝑎 + 𝑏)−1{(1 + 𝑛)(𝐸1 + 𝐸2) + (1− 𝛼)𝐸1} 
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これを(23)と比較すると、(25)では右辺に1 − a − b(< 1)が乗じられている分、左辺が右辺を

上回りやすい（＝𝜕𝑦 𝜕𝛼⁄ > 0が成立しやすい）ことが分かる。(23)と(25)を整理すると以下

のようになる。 
(26.a)   𝛼𝐸1 + (1 + 𝑛)(1 + 𝛽)𝐸3 > (1− 𝑎 − 𝑏)∆ の時、𝜕𝑘 𝜕𝛼⁄ < 0 かつ 𝜕𝑦 𝜕𝛼⁄ < 0 
(26.b)   (1− 𝑎 − 𝑏)∆ < 𝛼𝐸1 + (1 + 𝑛)(1 + 𝛽)𝐸3 < ∆ の時、𝜕𝑘 𝜕𝛼⁄ < 0 かつ 𝜕𝑦 𝜕𝛼⁄ > 0 
(26.c)   𝛼𝐸1 + (1 + 𝑛)(1 + 𝛽)𝐸3 > ∆ の時、𝜕𝑘 𝜕𝛼⁄ > 0 かつ 𝜕𝑦 𝜕𝛼⁄ > 0 

（ここで、∆ = (𝑎 + 𝑏)−1{(1 + 𝑛)(𝐸1 + 𝐸2) + (1− 𝛼)𝐸1} ） 
 以上の結果を要約すると以下のようになる。 
 
命題 3 
 条件(26.a)の下で、α（＝若年期に 1 次部門で働いた家計のうち老年期も 2 次部門で働く

家計の割合）の上昇は、若年世帯あたりの資本量 k と生産量 y を共に引き下げる。条件(26.b)
の下で、αの上昇は k を引き下げ、y を引き上げる。条件(26.c)の下で、αの上昇は k と y
を共に引き上げる。 
 
命題 3 は、働く高齢者の増加によって労働供給が増えても、それによる資本蓄積への負の

効果が大きい場合（＝条件(26.a)が成立する場合）、定常状態における生産量が低下してし

まう可能性があることを示している。生産年齢人口の低下を高齢者の労働力で補おうとす

る場合、それが家計の貯蓄意欲を低下させることで資本蓄積が阻害され、生産活動に負の

影響が及びうることは留意すべき点である。 
 
3.3 各家計の厚生への効果 
 最後に、α（＝若年期に 1 次部門で働いた家計のうち老年期も 2 次部門で働く家計の割

合）の変化が、各タイプの家計の経済厚生にどのような影響をもたらすかを検討しよう。

最初にタイプ 1B、すなわち若年期に 1 次部門で働き、老年期は働かない家計の厚生への影

響を見てみよう。(5.d), (11), (12.c)より、定常状態における家計 1B の間接効用関数は以下

のようになる。 
(27)   𝑈1𝐵∗ = 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝐵 + [(1 + 𝛽) − 𝛽(𝑎 + 𝑏) (1− 𝑎 − 𝑏)⁄ ] ln𝑤2  
ここで、𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝐵はαを含まない定数項である。したがって、(21)より以下の結果を得る。 
(28)   𝜕𝑈1𝐵∗ 𝜕𝛼⁄ ⋚ 0  ⇔  (1 + 𝛽) − 𝛽(𝑎 + 𝑏) (1− 𝑎 − 𝑏)⁄ ⋛ 0 
このように、αの上昇がタイプ 1B の家計の厚生に及ぼす効果は一般に確定しないが、その

理由は以下の通りである。(11.d)より、タイプ 1B の家計の間接効用は、1 次部門の実質賃

金𝑤1と資本収益率 R の両方の増加関数となる。そして命題 2 で示されたように、αの上昇

は①𝑤1を低下させ、②R を上昇させるので、αの上昇が𝑈1𝐵∗ に及ぼす効果は不確定となるの

である。(28)より、もし 
(29)   (1 + 𝛽) − 𝛽(𝑎 + 𝑏) (1− 𝑎 − 𝑏)⁄ > 0  
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が成立するなら、αの上昇は𝑈1𝐵∗ を低下させる。これは、(29)の下で①の負の効果が②の正

の効果を上回るからである。したがって、β（＝割引因子）が小さいほど、また1 − a − b（＝

生産関数内の資本のべき乗）が大きいほど、そのような結果が成立しやすくなる。 
次に、タイプ 1A、すなわち若年期に 1 次部門で働き、老年期は 2 次部門で働く家計の間

接効用関数は、 (10.d), (6), (7.c)より、以下のようになる。 
(30)   𝑈1𝐴∗ = 𝑐𝑜𝑛𝑠𝑡𝐴 + [(1 + 𝛽)− 𝛽(𝑎 + 𝑏) (1− 𝑎 − 𝑏)⁄ ] ln𝑤2＋  

(1 + 𝛽) ln �(1 + 𝜙) + 𝐸1𝑤2
(𝑎+𝑏) (1−𝑎−𝑏)⁄ �  

(30)の右辺の第 2 項はタイプ 1B の家計の間接効用(27)と共通で、第 3 項は(21)よりαが上

昇すると低下する。ゆえに、αの上昇がタイプ 1B の家計の厚生が悪化させる場合（すなわ

ち条件(29)が成立する場合）は、タイプ 1A の家計の厚生も必ず悪化する。その理由は、(10.d)
をみると理解できる。タイプ 1A の家計の間接効用は、①1 次部門の実質賃金𝑤1と②資本収

益率 R と③𝑅−1𝑤2（＝タイプ 1A の家計が老年期に稼ぐ実質賃金の割引現在価値）の 3 つの

変数の増加関数になる。αが上昇すると、①には負、②には正、③には負の効果が生じる

が、条件(29)の下で①と②のトータルの効果が負となるので、タイプ 1A の家計への厚生効

果は必ず負となるのである。 
 最後に、タイプ 2、すなわち若年期に 2 次部門で働き、老年期でも 2 次部門で働く家計の

間接効用関数は(12.b)より 
𝑈2∗ = (1 + 𝛽) ln𝑤2  

となるので、αが上昇すると(21)よりタイプ 2 の家計の厚生は必ず悪化する。タイプ 2 の家

計は貯蓄を行わず、各期の実質賃金𝑤2をすべてその期の消費に充てるので、αが上昇して𝑤2
が低下すると、必ず厚生が悪化するのである。 
 以上を要約することで、以下の結果を得る。 
 
命題 4 
 α（＝若年期に 1 次部門で働いた家計のうち老年期も 2 次部門で働く家計の割合）が上

昇すると、タイプ 2 の家計の厚生は悪化し、タイプ 1A と 1B の家計の厚生への影響は不確

定となる。ただし、条件(29)の下で、タイプ 1A と 1B の家計の厚生は共に悪化する。 
 
命題 4 は、高齢労働者の増加が、必ずしも個々の家計の経済厚生を改善しないことを示し

ている。命題 2 で示されているように、高齢者による労働供給の増加は各部門の実質賃金

を低下させて資本収益率を引き上げるという、資産家（＝若年期により多く貯蓄を行う家

計）に有利な所得分配効果を生むので、若年期に貯蓄できず資本所得を享受できないタイ

プ 2 の家計の厚生は確実に悪化し、若年期に貯蓄を行う家計にとっても、条件(29)の下で賃

金所得低下の効果が資本所得増加の効果を上回ることで厚生が悪化するのである。なお、

こうした結論は、各世代の家計数（＝人口）の成長率が負の場合でも、その成長率が(19)
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で示されている下限を上回る限り、成立する。第 1 節で述べたように、現行では生産年齢

人口の減少を補い、かつ社会保障制度の持続可能性を高めるという観点から、高齢者の就

業促進を不可欠な政策的課題とみなす風潮が強いが、そのような変化は長期的に見て家計

の厚生を確実に上昇させるとは限らない点は留意されるべきだと思われる。 
 
 
4. 結論 
非正規雇用者として働く高齢者が増加している昨今の日本経済の状況をふまえて、労働

市場が高賃金の 1 次部門（＝正規雇用部門に対応）と低賃金の 2 次部門（＝非正規雇用部

門に対応）からなる世代重複モデルを提示し、老年家計の 2 次部門への労働供給の増加が

マクロ経済に及ぼす影響を考察した。具体的には、3 つのタイプの家計、すなわち若年期に

1 次部門で働いて老年期は働かないタイプ 1A、若年期に 1 次部門で働いて老年期に 2 次部

門で働くタイプ 1B、そして若年期と老年期ともに 2 次部門で働くタイプ 2 の存在を仮定し、

タイプ 1Aとタイプ 1Bに占めるタイプ 1Aの割合αが外生的に与えられているとした上で、

このαの変化が所得分配、資本蓄積や生産、および各家計の経済厚生に及ぼす効果を分析

した。そして、第一に、αの上昇は 1 次部門と 2 次部門の両方の賃金を引き下げ、資本収

益率を引き上げること、第二に、αの上昇が資本蓄積および生産に及ぼす効果は曖昧であ

るが、一定の条件の下でそれらの負の効果を及ぼすこと、そして第三に、αが上昇すると

タイプ 2 の家計の厚生は確実に悪化する一方で、タイプ 1A とタイプ 1B の家計の厚生への

効果は確定しないが、ある種の条件が満たされると悪化することを示した。現行では、生

産年齢人口の減少を補うという観点から、高齢者の就業促進を不可欠な政策的課題とみな

す風潮が強いが、上記の結論はそうした変化が必ずしも資本蓄積や生産といったマクロ経

済のパフォーマンスや各家計の経済厚生に好ましくない影響を及ぼす可能性があることを

示唆している。 
なお、一般に高齢労働者の増加は社会保障制度の持続可能性を高めるという観点からも

肯定的に評価される場合が多いが、高齢労働者の増加が資本蓄積を阻害し、経済成長を減

速させるならば、そうした変化は社会保障制度の持続可能性に負の影響を及ぼす可能性が

ある。こうした問題を同様の枠組みで理論的に考察することは今後の課題の 1 つといえる。 
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